
平
成
１２
年
度
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
公
表

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
は
？

「
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」と
は「
貸
借
対
照

表
」と
も
呼
ば
れ
、あ
る
一
定
時
点
に
お
い

て
市
に
ど
の
く
ら
い
の
資
産
が
あ
る
か
と

い
う「
市
の
財
産
の
状
況
」、そ
の
資
産
を

取
得
す
る
た
め
に
ど
の
よ
う
に
資
金
を
調

達
し
た
か
と
い
う「
負
債
の
状
況
」、そ
の

差
し
引
き
で
あ
る「
正
味
資
産（
皆
さ
ん
の

税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
）は
い

く
ら
な
の
か
」を
総
括

的
に
表
し
た
も
の
で

す
。金
銭
の
出
入
り

だ
け
で
な
く
、市

の
財
産
の
増
減
や

負
債
の
状
況
な

ど
、財
務
の
運

用
状
況
が
一
目

で
分
か
る
一
覧

表
に
な
っ
て
い
て
、表
の
左
側（
借
方
）は

「
資
産
の
部
」で
、ど
の
よ
う
な
資
産
を
保

有
し
て
い
る
か
を
示
し
て
い
ま
す
。ま
た
、

表
の
右
側（
貸
方
）は「
負
債
の
部
」、「
正
味

資
産
の
部
」と
な
り
、資
金
を
ど
の
よ
う
に

集
め
た
か
を
示
し
て
い
ま
す
。

左
側
で
何
ら
か
の
形
で
運
用
さ
れ
た
資

金
は
、右
側
で
調
達
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、

「
資
産＝

負
債
＋
正
味
資
産
」と
い
う
式
が

成
り
立
ち
ま
す
。つ
ま
り
、左
側
と
右
側
の

金
額
が
一
致
す
る
の
で
、バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。（
平
成
１２
年
度
バ

ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
３
頁
参
照
）

平
成
１２
年
度
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

の
概
要

平
成
１２
年
度
末
の
総
資
産
は
、１
千
７

６
５
億
３２
万
６
千
円
で
、負
債
は
４
９
９

億
３
３
８
万
１
千
円
、正
味
資
産
は
１
千

２
６
５
億
９
千
６
９
４
万
５
千
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

資
産
の
部
で
は
、有
形
固
定
資
産
が
資

産
全
体
の
９１
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

負
債
の
部
で
は
、地
方
債
が
負
債
全
体

の
７０
％
を
占
め
て
い
ま
す
。正
味
資
産
の

部
で
は
、市
税
な
ど
の
一
般
財
源
が
８２
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
に
よ
る
分
析

民
間
企
業
の
場
合
、そ
の
活
動
目
的
は

「
利
益
の
追
求
」に
あ
り
、も
っ
と
も
考
慮

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は「
企
業
の

継
続
」で
あ
る
こ
と
か
ら
、財
務
分
析
も「
収

益
性
」、「
効
率
性
」、「
安
全
性
」に
重
点
を

お
い
た
指
標
を
用
い
て
い
ま
す
。一
方
、地

方
公
共
団
体
の
場
合
は
、そ
の
活
動
目
的

が
長
期
安
定
的
な
住
民
福
祉
の
増
進
に
あ

り
、そ
の
指
標
も
、収
益
性
よ
り
も「
安
全

性
」、「
世
代
間
の
公
平
性
」、「
経
済
性
」、「
効

率
性
」、「
有
効
性
」に
重
点
が
お
か
れ
ま
す
。

狭
山
市
で
は
、自
治
省
方
式
で
、�
経
年

比
較
貸
借
対
照
表

�
社
会
資
本
形
成
の

世
代
間
負
担
比
率

�
決
算
額
対
資
産
比

率

�
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
割

合

�
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
割

合
別
経
年
比
較
に
つ
い
て
分
析
し
ま
し
た
。

狭
山
市
の
財
政
を
考
察
す
る
と
、平
成

元
年
度
と
平
成
１２
年
度
の
比
較
で
、有
形

固
定
資
産
が
６
４
２
億
円（
５９
％
）増
加
し

て
い
ま
す
が
、基
金
を
み
る
と
２２
億
円（
２９

％
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。一
方
、資
金

原
資
を
み
る
と
、地
方
債
が
流
動
負
債
と

合
わ
せ
て
２
５
５
億
円（
２
０
４
％
）の
増

と
大
幅
に
伸
び
て
お
り
、正
味
資
産
は
３

３
２
億
円（
３６
％
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、イ
ン
フ
ラ
整
備
を
財
政
の
健
全

化
か
ら
負
担
の
公
平
性（
次
世
代
に
も
負

担
を
求
め
る
）に
移
行
し
た
結
果
と
み
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。し
か
し
、負
債
の
増
加

は
今
後
の
財
政
を
圧
迫
す
る
原
因
に
も
な

り
ま
す
の
で
、今
後
と
も「
健
全
化
」と「
公

平
性
」の
バ
ラ
ン
ス
を
保
ち
な
が
ら
、適
切

な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

な
お
、分
析
の
詳
細
は
、公
式
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
か
ら
財
政
課
の
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
い
た

だ
く
か
、財
政
課
で
配
布
し
て
い
ま
す
。

●
問
い
合
わ
せ
財
政
課
へ
内
線
７
１
１
１

土
地
明
細
表

財
政
の
健
全
化
と
公
平
性
の
バ
ラ
ン
ス
を
保
持

財
政
状
況
を
的
確
に
把
握
す
る
方
法
と
し
て
、従
来
か
ら
の「
現
金
の
出
入
り

に
着
目
し
た
決
算
」に
加
え
、最
近
で
は「
資
産
面
か
ら
の
情
報
提
供
が
で
き
る

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」へ
の
取
り
組
み
が
、各
自
治
体
で
行
わ
れ
て
い
ま
す
。平
成

１２
年
３
月
に
は
旧
自
治
省
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
示
さ
れ
、バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

の
作
成
は
全
国
統
一
基
準
と
な
り
ま
し
た
。

狭
山
市
で
も
、市
民
の
皆
さ
ん
に
財
政
状
況
を
積
極
的
に
公
表
す
る
と
と
も

に
、他
の
自
治
体
と
の
比
較
検
討
の
資
料
と
し
て
活
用
す
る
た
め
、平
成
１２
年
度

決
算
を
基
に
し
て
、平
成
１２
年
度
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
作
成
し
ま
し
た
。

2

種

別

取
得
価
格

道
路
橋
り
ょ
う

５６
億
７
０
９
万
７
千
円

街
路

９５
億
６
千
４
０
８
万
１
千
円

公
営
住
宅

６
億
５
千
５
８
９
万
５
千
円

小
学
校

６８
億
５
千
３
４
２
万
６
千
円

中
学
校

４６
億
５
千
７０
万
２
千
円

そ
の
他

３
０
８
億
２
千
１
５
５
万
９
千
円

合
計

５
８
１
億
５
千
２
７
６
万
円
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狭山市のバランスシート（平成１３年３月３１日現在）
（単位：千円）

主な施設の状況 （単位：千円）

3

残存価格

４９４，４５０

４１４，６９９

１，３４７，８６４

４４，２８０

１，１４９，７４６

８２８，１４５

２，７１４，２４７

１，５３０，３７４

減価償却累計額

１２，６７８

９１，０３１

３８０，１６７

３７，７２０

４４７，１２４

２３３，５７９

１１３，０９４

１３３，０７６

取得価格

５０７，１２８

５０５，７３０

１，７２８，０３１

８２，０００

１，５９６，８７０

１，０６１，７２４

２，８２７，３４１

１，６６３，４５０

取得年度

平成１２年度

平成４年度

平成２年度

昭和５３年度

昭和６２年度

平成２年度

平成１１年度

平成９年度

施設名

柏原団地

富士見公民館

博物館

狭山台幼稚園

入間野中学校

教育センター

入間川小学校

消防本部庁舎

残存価格

３，２０６，８８０

２９５，１５６

８，４８０，６８３

８２，７２０

３４，０９４

１８３，０４０

３３９，１０８

１，６０９，２７２

減価償却累計額

１，５０９，１２０

２，１６４，４７７

２，６７８，１１１

１０５，２８０

６８，１８８

２３２，９６０

４６，２４２

３０６，５２８

取得価格

４，７１６，０００

２，４５９，６３３

１１，１５８，７９４

１８８，０００

１０２，２８２

４１６，０００

３８５，３５０

１，９１５，８００

取得年度

昭和６０年度

昭和５４年度

平成７年度

昭和６２年度

昭和５６年度

昭和６２年度

平成１０年度

平成９年度

施設名

庁舎

市民会館

第二環境センター

社会福祉会館

広瀬保育所

第四児童館

老人福祉センター不老荘

ふれあい健康センター

貸 方

［負債の部］
１．固定負債
（１）地方債 ３４，６９７，３０６
（２）債務負担行為
�物件の購入等 ８３１，１６５
�債務保証又は損失補償 ０
債務負担行為計 ８３１，１６５

（３）退職給与引当金 １１，０４３，００６
（４）その他 ０
固定負債合計 ４６，５７１，４７７

２．流動負債
（１）翌年度償還予定額 ３，３３１，９０４
（２）翌年度繰上充用金 ０
（３）その他 ０
流動負債合計 ３，３３１，９０４

負債合計 ４９，９０３，３８１

［正味資産の部］
１．国庫支出金 １８，７４５，２８３

２．都道府県支出金 ４，１７８，１５０

３．一般財源等 １０３，６７３，５１２

正味資産合計 １２６，５９６，９４５

負債・正味資産合計 １７６，５００，３２６

※債務負担行為に係る補償等
�物件の購入等に係るもの ４，７８９，９１６千円
�債務保証及び損失補償に係るもの ６，０９７，５３４千円
�利子補給等に係るもの ０千円

借 方

［資産の部］
１．有形固定資産
（１）総務費 １０，１９４，０８３
（２）民生費 ４，２０４，９６７
（３）衛生費 １５，４３０，４２５
（４）労働費 ４７２，１０２
（５）農林水産事業費 ４，６０６，８３５
（６）商工費 ３６４，７５３
（７）土木費 ５８，９２０，５３６
（８）消防費 ５，１７１，０８１
（９）教育費 ５９，０１１，４４１
（１０）その他 ２，０５３，９５７
計 １６０，４３０，１８０

（うち土地 ５８，７５９，２８３）
有形固定資産合計 １６０，４３０，１８０

２．投資等
（１）投資及び出資金 ３，１４１，５４１
（２）貸付金 １９９，４８２
（３）基金
�特定目的基金 ３，３６５，７３３
�土地開発基金 ２，８８０，４６２
�定額運用基金 ０

基金計 ６，２４６，１９５
（４）退職手当組合積立金 ７６３，１０４
投資等合計 １０，３５０，３２２

３．流動資産
（１）現金・預金
�財政調整基金 ２，０５３，０５８
�減債基金 ０
�歳計現金 １，８０１，６１４
現金・預金計 ３，８５４，６７２

（２）未収金
�地方税 １，８５２，０８６
�その他 １３，０６６
未収金計 １，８６５，１５２

流動資産合計 ５，７１９，８２４

資産合計 １７６，５００，３２６

平成１４年7月25日号

広報さやま


